
権利擁護支援としての成年後見活動
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成年後見制度利用促進専門家会議委員
日弁連高齢者・障害者権利支援センター運営委員
三部会（成年後見制度・意思決定支援部会）部会長

一般社団法人日本意思決定支援ネットワーク副代表
日本司法支援センター本部

シニア常勤弁護士 水 島 俊 彦

～成年後見の動向と課題～



講師
自己紹介

水島俊彦

2010-

2014-2015

2016-

2017-

2020-

常勤弁護士（シニア）
民事法律扶助・成年後見
司法ソーシャルワーク
立教大学研究員活動 など

英国エセックス大学人権センター
客員研究員
調査テーマ
「代行決定制度から支援付き意思決定
制度へのパラダイムシフトの可能性」

成年後見制度専門家会議委員
本人にとってメリットのある成年後見
制度・実務への転換を目指す

一社）日本意思決定支援ネットワーク
副代表
ミッション：心からの希望に基づいて意
思決定することのできる社会の実現

英国式意思決定支援ツール
「トーキングマット」正規トレーナー
“揺れるこころを見える化する“ カード

NHKクローズアップ現代
2022年11月14日出演
「親のお金をどう守る
認知症600万人の資産管理」
https://www.nhk.or.jp/gendai/
articles/4724/
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第１章

成年後見制度の活用とチーム支援
～専門職・法人・親族・市民等による後見活動

とその課題～



市役所
・保健師

介護サービス
提供事業者

ケアマネ
・ヘルパー

契約？利用料滞納

サービス提供

預金引出
（歯止め無し）

健康管理・見守り

生活保護費

生活保護申請意思
確認出来ず･･･

ヤミ金・ 悪
徳業者等

高利貸付
・違法取立

後見人いない状態

銀行

預金預り



預金預入・引出

成年後見人

市役所
・保健師

介護サービス
提供事業者

ケアマネ
・ヘルパー

契約・利用料支払
面談・要望聴取

サービス提供

日常の生活費お渡し

社協

地域福祉権利擁
護事業（日常的
金銭管理サービ
ス）

契約

弁護士
・司法書士

借金の整理

健康管理・見守り

情報共
有

依頼

生活保護費

生活保護申請

後見人がいる状態

銀行

預金預り家庭
裁判所

報告 監督



司法ソーシャルワーク（個別支援型）

ご本人・
家族など

行政

市高齢／障害福
祉課・ 市民課・
福祉事務所・
保健所 等

司法

福祉

地域包括・生活困窮者
支援窓口・社会福祉協
議会・介護／福祉サー
ビス提供事業所・相談支
援事業所・後見センター

等

医療

MSW/Dr

民間・
NPO

専門職・個人

社会福祉士・
精神保健福祉士・
ケアマネ・保健師・
弁護士・司法書士・
相談支援専門員・

教員 等

本人・家族支援
意向確認・相談同行・診察同行・送
迎・転居支援・意思決定支援等

弁護士
生活困窮対応・債務整理・成年後見・

虐待対応 等

関係機関取りまとめ
ケース会議（支援調整会議）の実施・
関係者と連絡調整・情報集約

情報提供・資料収集，見守り
本人への事情説明・利用可能なサ－
ビス案内・本人訪問・見守り支援・生
活状況把握・交友関係把握・服薬管
理・健康管理・後見申立資料の収集
支援 等

福祉サービス利用支援
日常生活自立支援事業の利用・
障害者手帳取得支援・生活保護受給
協力・後見申立協力（親族・首長）等

※専門職・個人は支援機関に所属している方も含みます。



ケースの蓄積

地域問題の発見・普遍化

関係機関と連携

個別ケース支援

関係機関とともに

問題へアプローチ・制度拡充へ

司法ソーシャルワークとは？
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司
法
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク

コミュニ
ティーワーク

ケースワーク

あれ？Ｂさんも、
Ｃさんも・・・、
同じ問題で
困ってるよ？

司法ソーシャルワークの再構成

やった～！みんな
が連携してＡさん
を支援できた！

新しいシステムを
作って地域の問題
を解決しよう！



佐渡市成年後見センターにおける法人後見、
市民後見事業の取り組み ※数字はR1.11.1現在のもの

⚫ 福祉的な課題を抱えている

⚫ 長期的な支援が必要

法人後見
26件

（うち7件終了）

財産管理 高額・複雑

財産管理 シンプル

身
上
監
護

専
門
性
が
必
要

身
上
監
護

シ
ン
プ
ル

専門職後見
弁護士、司法書士、
社会福祉士等

市民後見人
（単独受任）

23件
（うち7件終了）



市民後見人養成講座の実施

佐渡市へ市民後見人名簿登録

最終選考（面接審査）

基礎講座＋実務講座＋実地研修

申込み・レポート（書類審査） 成年後見センター運営委員会

・専門職の関与
・レポート、面談審査
・評価

名簿登録者
３２名

（平成29年9月現在）

佐渡市社協成年後見センターの場合



市民後見人受任のながれ

市民後見人の後見活動開始

候補者を推薦・家庭裁判所の選任

受任調整会議(本人とのマッチング）

家庭裁判所から後見人等推薦依頼

佐渡市・市民後見人名簿登録
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構成メンバー：
・市、専門職、成年後見センター
職員等

検討事項：
・医療、介護サービス等が導入さ
れている
・身上監護、財産管理業務にお
いて複雑性がないかなど

佐渡市（高齢福祉課）

・誓約書等の確認
・家庭裁判所のスクリーニング



市民後見人の受任調整会議
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•佐渡市、専門職、
成年後見センター

•本人の状況説明者
参集者

•医療、介護サービ
ス導入

•親族の協力

•地理的マッチング

•紛争性の有無等

本人に合
う 後見
人の
検討

適切な後見人の
推薦のために

≪本人がメリットを感じられるように・・・≫

※家裁からの推薦依頼を受けて開催

• 市民後見人へ活
動意向確認

候補者
決定後

市民後見人があたたかな
活動を行えるように

もし・・市民後見人推薦不可
⇒適当な後見人を推薦することも

センター 市民後見人

佐渡市

成年後見制度利用促進を考える研修会＠東京大学（R1.11.16）
佐渡市社協成年後見センター菊池紀子氏作成スライドを引用



市民後見人への活動支援

センター職員
＋

専門職バンク

・専門職の継続的関与

・身上監護、財産管理
の確認
・報告、手続きの助言等
・活動保険への加入
（賠償責任保険）

初回支援（家裁打ち合わせ等）

被後見人と面会等

随時・定期相談対応

フォローアップ研修

養成講座から選任後も専門職との
顔の見える関係



家庭裁判所打合せ

本人と面会・

関係機関へ連絡

後見業務

後見活動 成年後見センター支援体制

初回支援 ・ 同席

同席

・随時相談
・専門職相談

（弁護士・司法書士）

スキルアップ フォローアップ研修

市民後見人の活動内容
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本人を支える市民後見人
を

専門職らで支える！

孤独な市民後見人
を

つくらない！

市民後見人間の
ネットワーク

市民後見ネットワークの構築

市民後見人名簿の管理

関係機関と連携し
本人支援の質を高める！

監督

成年後見制度利用促進を考える研修会＠東京大学（R1.11.16）
佐渡市社協成年後見センター菊池紀子氏作成スライドを引用



第一期基本計画（2017年度～2021年度）

において検討された課題と対策

第一期成年後見制度利用促進基本計画
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第一期 成年後見制度利用促進基本計画について

＜経緯＞

○H28．5 「成年後見制度の利用の促進に関する法律」施行

○H28．9 「成年後見制度利用促進会議」（会長：総理）より「成年後見制度利用促

進委員会」に意見を求める（基本計画の案に盛り込むべき事項について）

○H29．1 「委員会」意見取りまとめ

○H29．1～2 パブリックコメントの実施

○H29．3 「促進会議」にて「基本計画の案」を作成の上、閣議決定

＜計画のポイント＞ ※計画対象期間：概ね５年間を念頭。市町村は国の計画を勘案して市町村計画を策定。

（１）利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善
⇒財産管理のみならず、意思決定支援・身上保護も重視した適切な後見人の選任・交代
⇒本人の置かれた生活状況等を踏まえた診断内容について記載できる診断書の在り方の検討

（２）権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり
⇒①制度の広報②制度利用の相談③制度利用促進（マッチング）④後見人支援等の機能を整備
⇒本人を見守る「チーム」、地域の専門職団体の協力体制（「協議会」）、コーディネートを行う
「中核機関（センター）」の整備

（３）不正防止の徹底と利用しやすさとの調和
⇒後見制度支援信託に並立・代替する新たな方策の検討 ※預貯金の払戻しに後見監督人等が関与

16
第3回成年後見制度利用促進会議参考資料２参照



成年後見制度利用促進法における
「利用促進」の意味とは？

第３条 成年後見制度の利用の促進は，成年被後
見人等が，成年被後見人等でない者と等しく，基本
的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ，
その尊厳にふさわしい生活を保障されるべきこと，成年
被後見人等の意思決定の支援が適切に行われるとと
もに，成年被後見人等の自発的意思が尊重されるべ
きこと…とする。

２ 成年後見制度の利用の促進は，成年後見制度
の利用に係る需要を適切に把握すること，…地域にお
ける需要に的確に対応することを旨として行われるもの
とする。



成年後見制度の利用状況等について

3

○ 今後、認知症高齢者の増加や単独世帯の高齢者の増加が見込まれる中、成年後見制度の利用の必
要性が高まっていくと考えられる。

○ 一方で、現在の成年後見制度の利用状況をみると、成年後見制度の利用者数は、近年増加傾向にあ
るものの、その利用者数は認知症高齢者や知的障害者、精神障害者の数と比較して著しく少ない。

＜成年後見制度の利用状況※５＞

平成25年

12月末日

平成26年

12月末日

平成27年

12月末日

平成28年

12月末日

平成29年

12月末日

平成30年

12月末日
令和元年
12月末日

令和２年
12月末日

成年後見 143,661 149,021 152,681 161,307 165,211 169,583 171,858 174,680

保佐 22,891 25,189 27,655 30,549 32,970 35,884 38,949 42,569

補助 8,013 8,341 8,754 9,234 9,593 10,064 10,983 12,383

任意後見 1,999 2,119 2,245 2,461 2,516 2,611 2,652 2,655

計

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

176,564 184,670 191,335 203,551 210,290 218,142 224,442 232,287

※５ 最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況」より、厚生労働省成年後見制度利用促進室にて作成。

＜認知症者数※１＞

約６００万人（推計値：令和２年）

＜軽度認知障害※２＞

約４００万人（推計値：平成２４年）

＜知的障害者数（在宅）※３＞

約 ９６万人（平成２８年）

＜精神障害者数（外来）※４＞

約３８９万人（平成２９年）

※１ 「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成２６年度厚生
労働科学研究費補助金特別研究事業 研究代表者 二宮利治）

※２ 「都市部における認知症有病率と認知症の生活機能障害への対応」（平成２４年度
厚生労働科学研究費補助金認知症対策総合研究事業 研究代表者 朝田隆）

※３ 厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」
※４ 厚生労働省「患者調査」より厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部で作成

232,287

成年後見制度利用促進体制整備研修
（2022.1.14）厚生労働省作成スライドより引用
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成年後見制度利用促進体制整備研修
（2022.1.14）厚生労働省作成スライドより引用
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親族後見人と第三者後見人の選任割合の長期推移について

○ 成年後見人等（成年後見人、保佐人及び補助人）と本人との関係性について、親族後見人（配偶者、
親、子、兄弟姉妹及びその他親族）が後見人に選任される割合は、減少傾向にある。

○ 平成24年に第三者後見人の選任割合が親族後見人の選任割合を上回り、それ以降も親族後見人の
選任 割合は減少傾向が継続している。

（％） H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31/R1 R2

親族後見人 90.9 85.9 84.1 82.5 79.5 77.4 82.9 72.2 68.5 63.5 58.6 55.6 48.5 42.2 35.0 29.9 28.1 26.2 23.2 21.8 19.7

第三者後見人 9.1 14.1 15.9 17.5 20.5 22.6 17.2 27.7 31.5 36.5 41.4 44.4 51.5 57.8 65.0 70.1 71.9 73.8 76.8 78.2 80.3

（出所）最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況」より、厚生労働省成年後見制度利用促進室にて作成。

※後見開始、保佐開始、補助開始及び任意後見監督人選任事件の終局事件を対象としている。
※統計期間がH12～19までは年度（4～3月）であるが、H20以降は暦年（1～12月）であるため、H20.1～3月の件数がH19とH20に重複して計上されている。 成年後見制度利用促進体制整備研修

（2022.1.14） 厚生労働省作成スライドより引用
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成年後見人等と本人との関係

（出典）最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況 －令和２年１月～１２月－」
（注１） 後見等開始と同時に成年後見人等が選任された事件数であり，後見等開始の後に成年後見人等が選任された事件は含まれていない。
（注２） 成年後見人等が該当する｢関係別｣の個数を集計したもの（３６，７６４件）を母数としており，１件の終局事件について複数の成年後見人等がある場合に，複数の「関係別」に該当することがあるため，総数は，認容で終局した事件総数（３４，５２０

件）とは一致しない。
（注３） 弁護士，司法書士，税理士及び行政書士の数値は，各法人をそれぞれ含んでいる（その内訳は，弁護士法人３０４件，司法書士法人４７２件，税理士法人０件，行政書士法人１０件であった。）。
（注4） 市民後見人とは，弁護士，司法書士，社会福祉士，税理士，行政書士及び精神保健福祉士以外の自然人のうち，本人と親族関係（６親等内の血族，配偶者，３親等内の姻族）及び交友関係がなく，社会貢献のため，地方自治体等（※１）が行う後

見人養成講座などにより成年後見制度に関する一定の知識や技術・態度を身に付けた上，他人の成年後見人等になることを希望している者を選任した場合をいう（※２，３）。
※１ 地方自治体の委嘱を受けた社会福祉協議会，ＮＰＯ法人，大学等の団体を含む。
※２ 市民後見人については平成２３年から調査を開始しているが，同年及び平成２４年の市民後見人の数値は，各家庭裁判所が「市民後見人」として報告した個数を集計したものである。
※３ 当局実情調査における集計の便宜上の定義であり，市民後見人がこれに限られるとする趣旨ではない。

○親族、親族以外の別 ○親族以外の内訳

5
成年後見制度利用促進体制整備研修
（2022.1.14） 厚生労働省作成スライドより引用
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現場レベルで明らかになった
成年後見制度の利用に対する阻害要因

２．「首長申立」を含む成年後見制度申立て
につなげる支援が不十分

① 申立のノウハウが支援者間で共有されていない
② 成年後見制度利用支援事業の内容・実績の差が大

３．第三者後見人の質・受け皿に地域差 大

① 遠隔地・社会資源不足等による「後見過疎地域」

② 後見人等選任前後の支援チーム構築・維持が困難

③ 被後見人等に対する意思尊重の姿勢にバラツキ

１．需要あっても成年後見制度の利用が低迷
① どのようなニーズがあるのか把握できていない

② ケース会議の中で成年後見が選択肢に挙がらない



地域連携ネットワークと
その中核となる機関

• 埋もれたニーズの発見と見極め

• 多職種連携支援会議の運営力向上

• 自治体や相談機関の後見申立支援力
強化 (申立マニュアル作成・研修)

つなぎ・
申立支援
強化

• 成年後見人等のなり手拡大（成年後見
利用支援事業の拡充）

• 法人後見団体の確保・充実化

• 市民後見人の育成・活用の徹底

• 意思決定支援に根ざしたチーム支援体
制の構築

質の高い
受け皿
確保

地域で成年後見制度の
適切な利用を進めるための対応例



第3回成年後見制度利用促進会議参考資料３参照



第3回成年後見制度利用促進会議参考資料３参照
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第２章

意思決定支援を踏まえた
成年後見活動とは？



民法第858条
成年後見人による本人の意思尊重義務

成年後見人は、成年被後見人の生活、
療養看護及び財産の管理に関する事務を
行うに当たっては、成年被後見人の意思
を尊重し、かつ、その心身の状態及び生
活の状況に配慮しなければならない。

→近年、意思決定支援の観点を民法858条をリンクさせることにより、将
来的に成年後見人等の選任・解任・辞任許可、後見人報酬の算定・居
住用不動産の処分許可に一定の影響を及ぼす可能性に言及したガイド
ラインが、家庭裁判所・専門職団体によって作成されている例もある（大
阪意思決定支援研究会）。



意思決定支援

支援付き 意思決定

(Supported Decision-Making)

ってなんだろう？

そもそも・・・・

「本人の意思を尊重」することと同じ？違う？



29

厚生労働省 ご本人らしい生き方にたどり着く意思決定支援のために（2022年）2頁より引用



こんな時、あなたなら、どうしますか？

支援者Aさんの考え

 大きな犬を飼いたいって言っても、そもそ
もペット一度も育てたことないよね・・・？

 このグループホームはペット禁止なんだし、
諦めてもらうよう説得するしかないか・・・。

 万が一何かあってからでは遅いし、私も
責任は取れないし・・・。正しい選択がで
きるように導いてあげるのも意思決定支
援だよね。

 どうしようかな。頭ごなしで言っちゃうと怒
るだろうし。・・・そうだ！ぬいぐるみだった
らグループホームでも大丈夫だろうし、F
さんも喜ぶだろうから、大きな犬のぬいぐ
るみを買ってあげよう！

支援者Bさんの考え

 Fさんが「犬を飼いたい」って言っている
のだから、それをとことん実現してあげる
のが意思決定支援でしょう。

 とにかくグループホームにお願いして、犬
を飼えるように働きかけなきゃ。それで
もだめなら、犬が飼えるよう住まいを見
つけて転居するしかないか。

 本人が決めたことなんだから、その結果、
グループホームを追い出されちゃったり、
お金が無くなっちゃったりしたとしても、
自己責任だよね。

30

30



あなたの考え方に近いのは①②③？

■２分間で考えましょう（個人ワーク）。

■後ほど解説を行います。

31



意思決定（自己決定）は
権利？

教育を受ける・学校を選ぶ

他にも
多数



「障害のある人」は皆さんと同じように、
自ら意思決定ができていますか？

？
同じように意思決定を行うことができていない？
障害があるから、周りが決めてしまうのも仕方ない？

・・・それって「差別」では？



国連・障害者権利条約

『医学モデル』⇒『社会モデル』
社会的障壁⇒合理的配慮
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厚生労働省 ご本人らしい生き方にたどり着く意思決定支援のために（2022年）4頁より引用
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厚生労働省 ご本人らしい生き方にたどり着く意思決定支援のために（2022年）2頁より引用

厚生労働省 ご本人らしい生き方にたどり着く意思決定支援のために（2022年）4頁より引用



意思決定支援はなぜ「難しい」のか？

実は

支援者側
の問題？

→本人の可能性を信じることができない。

その理由はどこにあるのでしょう？

サービス提供機関
の事情・利益優先

情報・経験の不足

安全を保障できない
責任を持ちかねる
（リスク回避）

逆に先回りして
代行してしまう
（パターナリズム）

37

厚生労働科学研究費補助金 障害者の意思決定支援の効果に関する研究班スライドを基に筆者一部追記

 話せなければ言葉がないと思ってしまう

 言葉がなければ、意思がないと思ってしまう
 意思が現れていても、障害や過去の「失敗」等を理由
に、意思を決める能力はないと判断してしまう

37



意思決定支援に関する誤認、あるいは注意点

38

• ａ．意思決定支援をやると意思決定できるという誤認。

• ｂ．意思決定支援をやったら意思決定してもらわないといけ
ないという誤認。

• ｃ．意思決定支援のゴールが意思決定にあるという誤認。

• ｄ．「意思決定支援しなくて良いときは支援しない」があること
の確認。

一社）日本意思決定支援ネットワーク代表
名川勝氏作成スライドより引用（2022）



意思決定支援のゴール

• ａ．意思決定支援のゴールは主権の維持にある。そしてそれは、
choice and control を保証することである。そしてそれの関連として、
自己効力感（self-efficacy）の向上や関係性の向上がある。

• ｂ．前述の誤認を加速（助長）させるのが、「決めなければいけな
い」事態。

「意思決定支援」における私たちの仕事は、
何を提供すべきかではなく、

本人が何を言いたいか、何を望んでいるかを
聞くこと。知ること。

一社）日本意思決定支援ネットワーク代表
名川勝氏作成スライドより引用（2022）



意思決定支援事態の多くは、しなけ
ればならない他者もしくは周囲から
の始発による解決要請事態？

そのような要請事態は、自分の用意したわけではない環境提
供や情報整理がなされ、心理的には認識枠組みが本人にとっ
て不慣れである。そのため理解や判断、決定はいっそう困難。

→意思決定支援と言っている場面の多くは、自分から考
えたり決めたりしないことじゃなくて、決めろと（決めてくだ
さいと）言われて決めることばかりではないでしょうか？
【例えば、急に「どこに住みたい？」と聞かれても、私たち
も答えられない】

40 一社）日本意思決定支援ネットワーク代表
名川勝氏作成スライドより引用（2022）



意思決定全体のプロセス

意思決定支援（支援付き意思決定）＝本人が意思決定主体

代理代行決定＝第三者が意思決定主体

①表出された意思・心からの希望の探求

③（本人にとっての）最善の利益の追求

「（客観面を重視した）最善の利益」を「支援付き意思決定」の場面に持ちこむと

・・・本人意思が引っ張られて、事実上の「代理代行決定」になりやすい？

意思決定支援（支援付き意思決定）と
代理代行決定の違いを意識する

支援を尽くしても本人の意思決定・意思確認がどうしても困難な場合等（他のガイドライン参照）

意思推定すら困難な場合、見過ごすことのできない重大な影響がある場合等（他のガイドライン参照）

②合理的根拠に基づく意思推定（意思と選好に基づく最善の解釈）

41
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厚生労働省 ご本人らしい生き方にたどり着く意思決定支援のために（2022年）8頁より引用



客観的な最善の利益型視点に基づく
…意思決定支援？あるある

 ホームセンターに行きたいんだ。

⇒ 途中で道に迷っちゃうと心配だから・・・やめてね？

 自転車を使いたいんだよ。

⇒ 私たちが車で連れて行ってあげるからいいでしょ？

 ゆっくりと材料を選びたいんだ。

⇒ 必要なものは私たちが買ってきてあげるからね。

 ホームセンターの隣のコーヒー店で一服・・・

⇒ コーヒーならヘルパーさんに入れてもらえばいいじゃない？

…「心配」だから、私たちに任せてね！

＝最善の利益(ベスト・インタレスト）？

43

一般社団法人ＳＡＤＯ Ａｃｔ・相談支援センターそらうみ本間奈美氏作成スライドを元にストーリーを改変



 ホームセンターに行きたいんだ。

⇒ 途中で道に迷っちゃうと心配だから・・・やめてね？

 自転車を使いたいんだよ。

⇒ 私たちが車で連れて行ってあげるからいいでしょ？

 ゆっくりと材料を選びたいんだ。

⇒ 必要なものは私たちが買ってきてあげるからね。

 ホームセンターの隣のコーヒー店で一服・・・

⇒ コーヒーならヘルパーさんに入れてもらえばいいじゃない？

…私たちはあなたが「心配」なんですよ。

ホームセンターでどんなことをしているの？

ホームセンターと自宅の間にはどんな楽しみがあるの？

材料を選ぶときにどんなことを考えているの？

あなたにとって落ち着ける場所はどんなところ？

本当は何を望んでいるの？
思いを実現するための工夫も一緒に考えよう！

◆本人の奥底にある希望(感情)を引き出すためには
「最善の利益」の発想から一旦離れる必要あり。

44

一般社団法人ＳＡＤＯ Ａｃｔ・相談支援センターそらうみ本間奈美氏作成スライドを元にストーリーを改変



現在のギョーカイ

ベストインタレストさん
（最善の利益）

エクスプレスウィッシュさん
（表出された希望・願い）

ウィル＆プレファランスさん
（意思と選好）

★代行決定
★支援付き決定支援

★支援付き決定支援
～代行決定

一社）日本意思決定支援ネットワーク代表
名川勝氏作成スライドより引用（2021）
絵：同理事 本間奈美
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厚生労働省 ご本人らしい生き方にたどり着く意思決定支援のために（2022年）12頁より引用
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厚生労働省 ご本人らしい生き方にたどり着く意思決定支援のために（2022年）12頁より引用



こんなときの推しはEWさん？

will and preference

（意思と選好） best interest

（最善の利益）

expressed wish

（表明された意思）

一社）日本意思決定支援ネットワーク代表
名川勝氏作成スライドを講師が一部加工
絵：同理事 本間奈美



厚生労働省 ご本人らしい生き方にたどり着く意思決定支援のために（2022年）16頁より引用
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厚生労働省 ご本人らしい生き方にたどり着く意思決定支援のために（2022年）16頁より引用



こんなときの推しはWPさん？

will and preference

（意思と選好）
expressed wish

（表明された意思） best interest

（最善の利益）

一社）日本意思決定支援ネットワーク代表
名川勝氏作成スライドを講師が一部加工
絵：同理事 本間奈美











ここぞというときはBIさん？
現在のギョーカイ

ベストインタレストさん
（最善の利益）

エクスプレスウィッシュさん
（表出された希望・願い）

ウィル＆プレファランスさん
（意思と選好）

一社）日本意思決定支援ネットワーク代表
名川勝氏作成スライドより引用（2021）
絵：同理事 本間奈美









国内のさまざまな「意思決定支援」
ガイドライン（2022.7時点）

◆障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援
ガイドライン
（2017.3 厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部）

◆認知症の人の日常生活・社会生活における意思決
定支援ガイドライン
（2018.6 厚生労働省 老健局総務課認知症施策推進室）

◆人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセス
に関するガイドライン
（2018.3 厚生労働省 医政局地域医療計画課）
◆身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人への
支援に関するガイドライン（2019.5 厚生労働省 医政局総務課）

◆ 意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン
（2020.10 意思決定支援ワーキング・グループ）

60



日本の「意思決定支援」ガイドラインの
対象領域に関するイメージ図

障害福祉サービス等の提供に係る
意思決定支援ガイドライン(2017)

認知症の人の日常生活・社会生活における
意思決定支援ガイドライン(2018)

非
日
常

日
常

本人による
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代行決定

権限規定あり
（法定代理権・取消権等）
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（食生活・日用品購入等）

ときどき発生
（生活様式・支援サービス変化等）

まれに発生
（転居・入院等）

人生の最終段階
（重大な医療ケア等）

ver.6

可
逆

不
可
逆

英
国
意
思
決
定
能
力
法

M
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tal C
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人生の最終段階における医療・ケアの
決定プロセスに関するガイドライン(2018)

国
連
障
害
者
権
利
条
約U

N
 C

R
P

D

意思決定支援を踏まえた
後見事務のガイドライン(2020)

61

※身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が
困難な人への支援に関するガイドラインも含む

意思形成・表明
・(実現)支援



①理解・②記憶保持・③比較検討・④表現の各要素を踏まえて、意思決定支援
が尽くされても「どうしても意思決定や意思確認が困難な状態」といえるか？

自己決定・意思確認は可能

1.意思決定能力の存在推定

2.本人による意思決定のための実行可能なあらゆる支援

3.不合理にみえる意思決定≠意思決定能力に欠けること

5. 本人にとっての最善の利益に基づく代行決定

6. 最終手段かつ必要最小限度の介入 他者が決定・
介入する領域
（代行決定）

本人が決める領域
（支援付き意思決定・

意思決定支援）

行為ごとの本人の能力＋支援者の意思決定支援力

意思形成・表明・
（実現）支援

4. 意思推定
(代行決定)

法的保護の観点から、これ以上
決定を先延ばしできない場合

どうしても
困難

確実性ある 推定すら不可

推定可

明確な根拠
に基づく

確実とは
いえない

支援付き意思決定と代理代行決定
～意思決定の領域とプロセスの全体像～

意思決定能力・意思決定支援への課題を感じる場合→意思決定能力アセスメント

表明された（又は推定される）意思が、「本人にとって見過ごすことのできない
重大な影響を生ずる」確実性はあるか？

７. 原則１に戻る

ver.３

本人の信条・選好・価値観を最大限尊重した







厚生労働省「後見人等への意思決定支援研修」
スライドより引用



厚生労働省「後見人等への意思決定支援研修」
スライドより引用



厚生労働省「後見人等への意思決定支援研修」
スライドより引用



厚生労働省「後見人等への意思決定支援研修」
スライドより引用























英国スコットランドで開発されたコミュニケーション支援ツールの一つ。アドボケイトやソーシャルワーカー、
SLT（言語療法士）等が、認知症高齢者、学習障害・知的障害のある人、その他記憶保持やコ
ミュニケーション等に支障がある方に対する支援で活用されている。

日常生活や重要な局面において、本人の選好や価値観を把握し、意思決定支援のはじめの一歩
を踏み出すための支援ツールとして、2020年には日本語版も開発された。

実践例等
はこちら→

意思決定支援ツールの例

®













意思決定支援を踏まえた後見事務ガイド
ライン研修資料より引用



意思決定支援を踏まえた後見事務ガイド
ライン研修資料より引用



意思決定支援を踏まえた後見事務ガイド
ライン研修資料より引用



意思決定支援を踏まえた後見事務ガイド
ライン研修資料より引用



意思決定支援の限界
89

※「重大な影響」といえるかどうかは、以下の要素（要件）から
判断します。
①本人が他に取り得る選択肢と比較して、明らかに本人にとって
不利益な選択肢といえるか
②一旦発生してしまえば、回復困難なほど重大な影響を生ずる
といえるか
③その発生の可能性に確実性があるか

本人により表明された意思等が本人にとって見過ごすことのできない
重大な影響（※）を生ずる場合等には、後見人等は本人の信
条・価値観・選好を最大限尊重した、本人にとっての最善の利益に
基づく方針を採らなければならない。【第5原則】

これらのプロセスを踏めばあらゆる本人の意思決定（及び意思決定支援）
が許容される、というわけではありません。

例）自宅での生活を続けることで本人が基本的な日常生活すら維持できない場合
本人が現在有する財産の処分の結果、基本的な日常生活すら維持できないような場合

そこまでとは評価できない
場合→本人の意思（推
定意思）に基づいて支援
を行うことが期待される。



意思決定支援を踏まえた後見事務ガイド
ライン研修資料より引用





意思決定支援を踏まえた後見事務ガイド
ライン研修資料より引用



意思決定支援を踏まえた後見事務ガイド
ライン研修資料より引用



意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン



まとめ：意思決定支援のゴール（再掲）

• ａ．意思決定支援のゴールは主権の維持にある。そしてそれは、
choice and control を保証することである。そしてそれの関連とし
て、自己効力感（self-efficacy）の向上や関係性の向上がある。

• ｂ．前述の誤認を加速（助長）させるのが、「決めなければいけな
い」事態。

「意思決定支援」における私たちの仕事は、
何を提供すべきかではなく、

本人が何を言いたいか、何を望んでいるかを
聞くこと。知ること。

一社）日本意思決定支援ネットワーク代表
名川勝氏作成スライドより引用（2022）



日常生活における
意思決定の支援との接続

エンパワメントモ
デルの相

レスキューモデル
の相

“決めなければならない”事
態に対応

“決めたいこと”に対応
決めやすい環境形成
自己効力感（セルフ・
エフィカシー）を高める
選好の収集

エンパワメントモ
デルの相

（日常生活） （日常生活）（非日常的な事態）

“決めたいこと”に対応
決めやすい環境形成
自己効力感（セルフ・
エフィカシー）を高める
選好の収集

（情報を反映） （支援結果を考慮）
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厚生労働科学研究費補助金 障害者の意思決定支援の効果に関する研究班スライドから引用



悩ましい事例① ー共依存ー

 同居する息子（50歳、無職）が年金を持っていく。息子が
浪費したり家の壁に穴をあけると、本人（女性、75歳、要
介護２）は涙ながらに息子が怖いので家を出て別に住みた
いと言う。

 息子には小さいころから苦労をかけられてきた話をし、この子
がこんなになったのは私のせいと言う。しかし、息子が、お母さ
んがいないと僕はとっくに死んでいたというと、不憫だと言い、
家を出る話は立ち消えになる。

大阪弁護士会高齢者。・障がい者総合支援センター「ひまわり」編
「意思決定支援することになったら読む本 ～大阪版意思決定支援ガイドラインを基本に考える～」
（2021年3月・大阪弁護士共同組合・120頁以下）



悩ましい事例② ーセルフネグレクトー

 本人（75歳、要介護４）は腰を痛めて思うように動かなく
なり、手術も難しいと言われれている。

 普段の生活ができなくなっており、介護支援が必要。本人に
は介助が必要な身体状態にあるからと説明してヘルパー導
入を進めたが、家にヘルパーが入ることを拒否する。

大阪弁護士会高齢者。・障がい者総合支援センター「ひまわり」編
「意思決定支援することになったら読む本 ～大阪版意思決定支援ガイドラインを基本に考える～」
（2021年3月・大阪弁護士共同組合・121頁以下）



悩ましい事例③ ーゴミ屋敷ー

 部屋に物が天井まで積まれており、玄関先や建物の外にも
物があふれかえり、異臭が建物から漂っている。本人（75歳、
認知症の疑いあり）に話をすると何も困っていないと答える。
物を捨てることは同意しない。

大阪弁護士会高齢者。・障がい者総合支援センター「ひまわり」編
「意思決定支援することになったら読む本 ～大阪版意思決定支援ガイドラインを基本に考える～」
（2021年3月・大阪弁護士共同組合・122頁以下）



悩ましい事例④ ーひきこもりー

 母（75歳、年金、要介護２）と息子（50歳、無職）の
２人暮らし。息子は大学卒業後務めた会社の上司からいじ
めを受けてうつ病になり休職後退職し、自室に引きこもるよう
になり、30年近く家から出なくなった。

 息子は昼夜逆転しており、母が日中デイサービスの利用に
行こうとしても、送迎時の音がうるさいと言うので母はデイサー
ビスに行くとは言わない。

大阪弁護士会高齢者。・障がい者総合支援センター「ひまわり」編
「意思決定支援することになったら読む本 ～大阪版意思決定支援ガイドラインを基本に考える～」
（2021年3月・大阪弁護士共同組合・123頁以下）



悩ましい事例⑤ ー浪費ー

 親が遺した財産がある程度あり、本人（50歳、無職）は
欲しいと思えば時計、仕立てシャツなどをいくつも買い、高級
レストランで食事をしワインを飲んでいる。外出するときはタク
シーを利用している。競馬もしている。

 このまま使い続ければ、数年内に本人の財産は何もなくなり、
生活保護を受けるしかない状態にある。

大阪弁護士会高齢者。・障がい者総合支援センター「ひまわり」編
「意思決定支援することになったら読む本 ～大阪版意思決定支援ガイドラインを基本に考える～」
（2021年3月・大阪弁護士共同組合・124頁以下）



悩ましい事例⑥ ー妄想ー

 Aさんは、家の中を物でいっぱいにしています。理由を尋ねる
と「物が盗まれるからガードしている」とのことです。訪問して話
をしていると、最初のうちは普通の受け答えなのですが、その
うちに段々と妄想が広がり、あれがなくなった、これの置き場
所が動いている、誰かが家の中に入ってきたようだ、鍵も締め
たはずなのに開いていた、などという話になっていきます。

 施設入所の話や、福祉サービスの話など、本人と相談して
決めたいことがいろいろあるのですが、毎回、妄想の話で終わ
ります。どのように本人とコミュニケーションをとっていけばいいで
しょうか。

大阪弁護士会高齢者。・障がい者総合支援センター「ひまわり」編
「意思決定支援することになったら読む本 ～大阪版意思決定支援ガイドラインを基本に考える～」
（2021年3月・大阪弁護士共同組合・125頁以下）



第３章

成年後見制度の動向
～課題と展望～
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第二期基本計画を踏まえた

今後の権利擁護支援施策の展望は？

第二期成年後見制度利用促進基本計画

104



Ⅰ 成年後見制度の利用促進に当たっての基本的な考え方及び目標
～基本的な考え方：地域共生社会の実現に向けた権利擁護支援の推進～

○ 地域共生社会は、「制度・分野の枠や『支える側』と『支えられる側』という従来の関係を超えて、住み慣れた地域において、人と人、

人と社会がつながり、すべての住民が、障害の有無にかかわらず尊厳のある本人らしい生活を継続することができるよう、社会全体で支え

合いながら、ともに地域を創っていくこと」を目指すもの。

○ 第二期基本計画では、地域共生社会の実現という目的に向け、本人を中心にした支援・活動における共通基盤となる考え方として「権利

擁護支援」を位置付けた上で、権利擁護支援の地域連携ネットワークの一層の充実などの成年後見制度利用促進の取組をさらに進める。

105

成年後見制度利用促進法 第1条 目的

地域共生社会の実現

包括的・重層的・多層的な支援体制と地域における様々な支援・活動のネットワーク

権利侵害の回復支援意思決定支援

権利擁護支援
（本人を中心にした支援・活動の共通基盤となる考え方）

自立した生活と地域社会への包容

権利擁護支援の
地域連携ネットワーク

高齢者支援の
ネットワーク

障害者支援の
ネットワーク

子ども支援の
ネットワーク

生活困窮者支援の
ネットワーク

地域社会の見守り等の
緩やかなネットワーク

第13回成年後見制度利用促進専門家会議
（2022年5月18日）資料1-2を引用
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第13回成年後見制度利用促進専門家会議
（2022年5月18日）資料2-1を引用
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成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果（令和３年度概要版抜粋）

調査対象：全1,741市町村及び全47都道府県 調査時点：令和３年10月1日（一部の調査項目は令和２年度実績等）

１ 中核機関の整備状況
＜整備済（R3.10時点）：555市町村（31.9%）⇒ 整備済＋整備見込あり:1,091市町村（62.7%）＞【令和6年度末KPI：1,741市町村】

※数値は速報値であり、今後変動する可能性がある。

●中核機関等の整備状況、整備（予定）時期＜自治体規模別＞●中核機関の整備状況、整備（予定）時期＜全体＞

R3速報値

3
第13回成年後見制度利用促進専門家会議
（2022年5月18日）資料2-1を引用
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4

参考

第13回成年後見制度利用促進専門家会議
（2022年5月18日）資料2-1を引用
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成年後見制度利用促進ポータルサイト（成年後見はやわかり）の運営等
各種広報・周知の実施【令和２年度～】

○ 本人・家族等の利用や、自治体・中核機関の取組が促進されるよう、任意後見・補助・保佐等の広報・相談強化の取組の一環と

して、令和２年度よりポータルサイトの運営を実施。

サイトには、保佐を利用している知的障害者・精神障害者、任意後見契約をしている高齢者、活躍している市民後見人のイ

ンタビューを含む制度説明動画のほか、令和３年度の体制整備研修や意思決定支援研修の研修資料・動画等も掲載。

○ その他、任意後見制度や成年後見制度の適切な利用を呼びかけるポスターや、障害のある当事者向けの制度説明パンフレットを
制作し、全国の自治体に展開。

○ 令和４年度は、オンラインを通じて、自治体職員や各種アドバイザーの交流を促す取組を実施予定。

11

▶ご本人向けコンテンツ

▶成年後見制度の種類

▶任意後見制度とは

▶法定後見制度とは
▶権利擁護支援の相談（中核機

関など）についてのご紹介

▶法定後見制度における成年後見

人等選任方法

▶後見等事務を適切に行ってい

ただくための仕組み

▶成年後見人等の役割

▶市民後見人について

▶後見人等を対象とした意思決定支

援研修

▶事例からの気づき

▶ニュースレター

▶自治体・中核機関の取組事例検索

▶パスワードを忘れた場合（お問合せ）

▶成年後見制度体制整備研修

（基礎、応用、都道府県担当者研修）

▶掲示板

▶医療機関等のみなさまへ

▶介護・障害福祉事業者のみなさ

まへ

▶金融機関等のみなさまへ

制度を利用している当

事 者や支援者のインタ

ビュー を含む制度の説

明動画を 掲載。「市民

後見人の活 動」の動画

も掲載。

現在実施中の「後見人等

への意思決定支援研修」

の研修資料や映像素材

を 掲載。「意思決定支援

を 踏まえた後見事務の

ガイド ライン」を学ぶ研

修を実施 する際にも活

用可能。

掲示板により、自治

体・中核機関の職

員 間で、情報交換

が可 能。

検索システムにより、厚労省ホームページ「成

年 後見制度利用促進」の「自治体事例紹介」

に掲 載している取組事例について、人口規模

やキー ワードなどで検索可能。

関係機関向けに、成年

後 見制度や利用促進、

意 思決定支援に関係す

る内 容を解説。

それぞれの機関を利用

す る方を対象とした

リーフレッ トをプリントア

ウト可能。

令和３年度の

国研修の資料、

講義動画をアッ

プ。

◆ サイト名：成年後見はやわかり（URL：https://guardianship.mhlw.go.jp/）

●ポータルサイトTOP ●ポータルサイトの各ページイメージ

市町村の体制整備の
推進に関する取組

第13回成年後見制度利用促進専門家会議
（2022年5月18日）資料2-1を引用
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権利擁護支援体制全国ネット（Ｋ -ねっと）の開設【令和２年度～】

●研修通りに進めてもうまくいかない…
●先進事例を教えてほしい…
●○○との連携をどうしたらよい？
●対応に困っているケースの助言がほしい。 など

自治体・中核機関

①相談 ②助言

Ｋ-ねっと（全社協）

●アドバイザー
・日本弁護士連合会
・成年後見センター・リーガルサポート
・日本社会福祉士会
・自治体職員

●専門相談員

連携

厚生労働省
成年後見制度利用促進室

○ 市町村、中核機関等における相談体制の強化を図るため、令和２年度より、相談窓口（愛称：Ｋ－ねっと）を全国社会福祉協議

会に設置（国の委託事業）。

○ 専用ダイヤル及び専用メールアドレスを設け、専門職団体（日本弁護士連合会、成年後見センター・リーガルサポート、日本社

会福祉士会）や自治体職員などのアドバイザーや、専門相談員（成年後見制度や権利擁護支援の相談対応歴の豊富な社会福祉士）

の助言を受けながら、相談に応じている。

○ 相談実績（R3.4.1～R4.3.7）は、166件（うち、電話による相談が80％（132件）、メールによる相談が20％（34件）。）となっている。

○ Ｋ-ねっとに寄せられる相談は、市町村職員からのものが多い。また、相談内容は、体制整備についてが38％（63件）と最も多

く、以下、個別事例の対応についてが25％（42件）、成年後見制度についてが13％（22件）の順になっている。

◆ Ｋ-ねっとの実施スキーム ◆ Ｋ-ねっとの相談実績等（令和４年３月時点）

●相談のあった機関 ●相談内容の内訳 （件）

●相談内容の主な例

市町村の体制整備の
推進に関する取組

中核機関関係 ○ 中核機関を設置した場合の効果を知りたい。活用できる財源を知りたい。

協議会関係 ○ 協議会でどのような議題を取り扱うと有益な議論ができるか。

市町村計画関係 ○ 市町村計画と地域福祉計画を一体的に策定している事例が知りたい。

担い手関係
○ これから市民後見人の育成を行いたいが取組の進め方を教えて欲しい。
○ 法人後見の受任先を増やしてきたいので、他の自治体の取組を知りたい。

利用支援事業関係 ○ 交付要綱を作成するため、助成額の基準が知りたい。

市町村長申立て関係 ○ 親族調査や意向確認の範囲や、ルールについて教えてほしい。

第13回成年後見制度利用促進専門家会議
（2022年5月18日）資料2-1を引用
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市町村長申立ての適切な実施

○全国どの地域においても、成年後見制度を必要とする人が制度を利用できるようにするため、以下の取組により、市町村申立 てが適切

に実施されるよう、実務の改善を図っていく。

◆ 市町村長申立基準等の周知

○自治体関係者や有識者で構成される「成年後見制度における市町村長申立に関する実務者協議」の議論を踏まえ、令和３年11月に市町村長申立て基準

及び虐待等の緊急事案における親族調査の基本的な考え方を各都道府県・各市町村宛てに通知※。

〇今後は全国会議や研修の機会を通じて本通知の周知を図るとともに、全国の状況のフォローアップを行う。

※ 令和３年11月26日付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長、精神・障害保健課長、老健局認知症施策・地域介護推進課長連名通知

◆ 調査研究の実施（老人保健健康増進等事業）

○令和４年度老人保健健康増進等事業において、全国の市町村長申立ての実施状況や支障事例の詳細の把握を行うとともに、各自治体の要綱や マニュ

アル等の好事例の収集・整理を行い、自治体への提供につながるような事例集のとりまとめを行う予定。

○ 都道府県による市町村支援機能強化事業 【実施主体：都道府県（委託可）】

4,000千円/加算取組 （1都道府県あたり 最大10,000千円）
【必須】 ①司法専門職や家庭裁判所等と定例的な協議の実施

②市町村・中核機関等の職員向け研修の実施
【加算】 ①体制整備アドバイザーの配置・派遣

②相談窓口の設置と専門的支援アドバイザーの配置・派遣
＜補助 率＞ 1/2

●司法専門職や家裁等との定期的な協議と市町村職員向け研修を実施する都道府県
に補助を行う。また、相談窓口を設置し、各アドバイザーの派遣等を行う場合は加算する。

＜基 準 額＞ 1,000千円/必須取組

◆ 市町村長申立て業務の実務能力の向上

○令和4年度から、都道府県が市町村・中核機関の職員等向けに実施する市町村長申立て業務等の実務能力向上のための研修に対する費用助成を開始。
（「都道府県による市町村支援機能強化事業」成年後見制度利用促進体制整備事業：3.2億円の内数）

管内市町村や中核機関管内市町村や中核機関 管内市町村や中核機関

助成対象は、成年後見制度

や権利擁護支援の必要性の

理解を高める研修や市町村

長申立業務等の実務能力を

向上させるための研修等

第二期計画を踏まえ
た更なる推進に関す
る取組

第13回成年後見制度利用促進専門家会議
（2022年5月18日）資料2-1を引用



成年後見制度利用支援事業の推進

○ 全国どの地域においても、成年後見制度を必要とする人が制度を利用できるようにするため、以下の取組により、成年後見制

度利用支援事業の適切な実施を推進。

◆ 全国担当課長会議における周知・実施状況の公表

○令和４年３月開催の全国担当課長会議において、未実施の市町村に対しては事業を実施すること、現に実施している市町村に対しては、市町 村長申立

に限らず本人や親族からの申立も対象とすること、広く低所得者を対象とするような要件の設定とすること等について周知。

〇 各市町村における申立費用や報酬に対する助成制度の状況をWebにおいて公表（「成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果」） 。

◆ 調査研究の実施（老人保健健康増進等事業）

○令和４年度老人保健健康増進等事業において、全国の成年後見制度利用支援事業の実施状況や未実施理由の詳細を把握するとともに、適切な 実施に

つなげるための留意事項を整理する予定。

時点
申立者別 類型別 資力別

市区町村長
申立

本人 親族 その他 後見 保佐 補助
生活保護
のみ

生活保護
以外も可

R3.4 1,681 1,055 1,030 859 1,682 1,667 1,665 27 1,656

R2.4 1,637 868 831 659 1,652 1,618 1,612 80 1,577

H31.4 1,658 813 781 636 1,658 1,613 1,604 83 1,575

時点
申立者別 類型別 資力別

市区町村長
申立

本人 親族 その他 後見 保佐 補助
生活保護
のみ

生活保護
以外も可

R3.4 1,670 1,043 1,010 861 1,672 1,659 1,658 35 1,638

R2.4 1,616 832 796 623 1,623 1,582 1,573 84 1,541

H31.4 1,642 789 756 629 1,642 1,579 1,571 97 1,545

高齢者関係 障害者関係
※数値は速報値であり、今後変動する可能性がある

n=1,741 1,660自治体 1,683自治体

（参考）成年後見制度に係る申立費用や報酬助成の状況

Ｒ2.4

・申立費用及び報酬両助成あり 1,508自治体・86.6％ → 1,563自治体・89.8％ ・申立費用及び報酬両助成あり 1,504自治体・86.4％ → 1,554自治体・89.3％

・申立費用助成のみ 25自治体・ 1.4％ → 16自治体・ 0.9％ ・申立費用助成のみ 30自治体・ 1.7％ → 19自治体・ 1.1％

・報酬助成のみ 127自治体・ 7.3％ → 104自治体・ 6.0％ ・報酬助成のみ 116自治体・ 6.7％ → 100自治体・ 5.7％

・いずれもなし 81自治体・ 4.7％ → 58自治体・ 3.3％ ・いずれもなし 91自治体・ 5.2％ → 68自治体・ 3.9％

Ｒ3.4 n=1,741 1,650自治体 1,673自治体Ｒ2.4 Ｒ3.4

第二期計画を踏まえ
た更なる推進に関す
る取組

出典：成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果（令和３年度速報値）
18

第13回成年後見制度利用促進専門家会議
（2022年5月18日）資料2-1を引用



成年後見制度利用促進専門家会議第１３回

参考資料５ 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査
結果（概要版）11頁参照

市民後見人の養成者数（令和3年４月１日時点）と今後の見通し

○ 令和４年度老人保健健康増進等事業において、

① 平成23年度に策定した「市民後見人養成研修カリキュラム」の見直しを行い、意思決定支援や身上保護
の内容を含めるなどその内容を充実させるこ とを検討するとともに、

② 地域において広く権利擁護の支援を行っている市民後見人養成研修修了者の活動の状況等について調査
を行い、活用の推進方策を検討することを予定。



114
令和3年度社会福祉推進事業国庫補助事業 権利擁護支援の地域連携ネットワーク強化に向けた都道府県の支援体制
強化のための研修のあり方調査研究事業 「アドバイザー視点からみた成年後見制度利用促進法と基本計画」より抜粋



後見人等への意思決定支援研修の実施など意思決定支援の推進
【令和２年度～】

○ 代行決定から意思決定支援へのパラダイムシフトを踏まえた”気づき”を得る
○ 後見人が、意思決定支援を踏まえた後見実務にやりがいや達成感を感じて前向きに取り組めるきっかけ作り
○ 後見事務における意思決定支援の実施において必要不可欠と考えられる考え方及び知識について習得

14

章 タイトル 内容

第１章 意思決定支援と代行決定 ①冒頭で、他者から「決めつけられ ②その上で、意思決定支援の基本的考え方や、「意思決定支援を

る」という疑似ロールプレイを体験。 踏まえた後見事務のガイドライン」における原則について学ぶ。

第２章 後見事務における意思決定支援 後見事務における意思決定支援の体系を解説。研修プログラムを作成するにあたって寄せられた当事者から の声や好
事例、残念な事例を紹介。財産管理における意思決定支援の視点も解説。

第３章 意思決定支援を踏まえた後見事
務のガイドライン

「意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン」の３つの場面（①支援チームの編成と支援環境の調整、
②本人への趣旨説明、③本人を交えたミーティング）について、ガイドライン掲載事例をもとにしたドラマ映 像を視聴して話し
合うグループワークを実施。グループワークを交えながらガイドラインのプロセスを学ぶ。

第４章 Ｑ＆Ａ 意思決定支援ワーキング・グループで作成したＱ＆Ａを掲載。

＜研修目標＞

第二期計画を踏まえ
た更なる推進に関す
る取組

○「意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン」を踏まえた支援を全国的に普及していくため、令和２～３年度の２か年で 全47都

道府県で、延べ4,678名（令和２年度：15カ所で2,777名が受講申込み。令和３年度：32カ所で1,901名が受講申込み。）の

後見人等を対象に研修を実施。また、全国各地の高等裁判所、家庭裁判所からも傍聴を受け入れている。

○令和４年度からは、本研修カリキュラムを参考に、都道府県等が意思決定支援研修を実施していくことができるよう、厚生労働 省におい

て、研修講師の養成を進める。

◆ 意思決定支援研修のカリキュラム概要

第13回成年後見制度利用促進専門家会議
（2022年5月18日）資料2-1を引用



成年後見制度の見直しー成年後見制度の在り方に関する研究会（法務省）

第13回成年後見制度利用促進専門家会議
（2022年5月18日）資料2-2を一部抜粋して引用
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【参考】権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり
～地域連携ネットワークの機能（個別支援と制度の運用・監督）～

○ 地域連携ネットワークが担う機能には、権利擁護支援を行う３つの場面に対応した形で、福祉・行政・法律専門職など多様な

主体の連携による「支援」機能と、家庭裁判所による「制度の運用・監督」機能がある。

「権利擁護支援の地域連携ネットワーク」の機能

福祉・行政・法律専門職など多様な主体の連携による「支援」機能 家庭裁判所による「制度の運用・監督」機能

権
利
擁
護
支
援
を
行
う
３
つ
の
場
面

権利擁護支援
の検討に関す
る場面（成年
後見制度の利
用前）

①「権利擁護の相談支援」機能

• 本人・親族、支援関係者からの相談対応、成年後見制度や権利擁護支援の説明

• 成年後見制度の利用が必要かどうかなど権利擁護支援ニーズの精査

• 成年後見制度の適切な利用の検討や、必要な見守り体制・他の支援へのつなぎ

①「制度利用の案内」の機能

• 本人や関係者に対し、申立てなど家庭裁判所の手続
を利用するために必要となる情報提供や、手続の案
内（パンフレット等による制度の説明、統一書式の
提供、ハンドブックやＤＶＤ等各種ツールの充実に
よる手続理解の促進）

成年後見制度
の開始までの
場面（申立の
準備から後見
人の選任ま
で）

②「権利擁護支援チームの形成支援」機能

• 権利擁護支援の方針（具体的な課題の整理、必要な支援の内容）の検討

• 適切な申立ての調整（市町村長申立の適切な実施を含む）

• 権利擁護支援を行うことのできる体制づくりの支援（課題解決後の後見人等の交代も

含めた初期方針の検討、適切な後見人等候補者や選任形態の検討・マッチング）

②「適切な選任形態の判断」の機能

• 権利擁護支援チームの形成支援機能により示された
本人の意向や、対応すべき課題を踏まえた後見人等
の候補者と選任形態などを含めた各事案の事情を総
合的に考慮した後見人等の適切な選任

成年後見制度
の利用開始後
に関する場面
（後見人の選
任後）

③「権利擁護支援チームの自立支援」機能

• チーム開始の支援（後見人等選任後における支援方針の確認・共有（支援内容の調整、役

割分担）、モニタリング時期やチームの自立に必要なバックアップ期間等の確認）

＜チームによる支援の開始後、必要に応じて＞

• 後見人等やチーム関係者などからの相談対応

• チームの支援方針の再調整（支援の調整、後見人等の交代や類型・権限変更の検討、中

核機関や専門職による当該チームへの支援の終結に向けた確認など）

③「適切な後見事務の確保」の機能

• 後見人等が行う後見業務（財産管理、身上保護、意
思決定支援のほか、報告書作成等の後見事務手続）
の適切な遂行のため、後見人等への相談対応や助言

• 必要に応じた指導や指示、監督処分

• 権利擁護支援チームの自立支援機能によって確認さ
れた本人の状況や、後見人等の交代、類型・権限変
更の検討や調整結果などを参考にした適切な交代や
選任形態の見直し

117

○ 各種相談支援機関が、本人や関係者からの相談を受け止め、地域の実情に応じて、
中核機関や専門職と役割分担や連携を行い、権利擁護支援ニーズの確認と必要な支援
へのつなぎを行う機能。

○ 中核機関や関係者が、専門職などと連携して作成した権利擁護支援の方針に基づき、
地域の実情に応じて都道府県等のしくみを活用して、成年後見制度の申立て方法や適
切な後見人候補者を調整しながら、本人を支える権利擁護支援のチーム体制をかたち
づくっていく機能。

○ 中核機関や専門職が、地域の実情に応じて各種相談支援機関などと役割分担し、権
利擁護支援チームが課題解決に向けた対応を適切に行うことができるよう、必要な支
援を行う機能。

第13回成年後見制度利用促進専門家会議
（2022年5月18日）資料1-2を引用
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参考：権利擁護支援の検討に関する場面（成年後見制度の利用前）

118

○ 本人を取り巻く関係者が、権利擁護支援に関するニーズに気づき、必要な支援につなぐ場面。

○ この場面では、成年後見制度につなぐ場合や、同制度以外の権利擁護支援（権利擁護支援チームによる見守りや意思決定の支援、

日常生活自立支援事業の利用、虐待やセルフネグレクトの対応、消費生活センターの相談対応など） につなぐ場合がある。

家庭裁判所

本人

※本人やチーム、地域の状況に応じて、役割分担、関わる場面・頻度等
が異なるため、その地域に適した連携体制を構築する必要がある。

中核機関 専門職団
体

地域の
相談支援機関

本人に身近な家族等

ネットワーク
の関係者

①権利擁護の相談支援
【ⅰ】本人・親族、支援関係者からの相談対応、制度の説明、【ⅱ】制度等の利用が必要かどうかのニーズの精査、
【ⅲ】必要な見守り体制や他の支援へのつなぎ

制度の運用・監督（手続案内など）

本人を支える既存の支援チーム

第12回成年後見制度利用促進専門家会議
（2021年12月15日）参考資料2より引用
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参考：成年後見制度の利用の開始までの場面
（申立ての準備から後見人等の選任まで）

119

○ 成年後見制度の申立ての必要性、その方法、制度利用後に必要となる支援、適切な後見人等候補者などを検討・調整し、

家庭裁判所に申し立て、後見人等が選任されるまでの場面。

○ この場面では、制度利用後の支援方針を検討する。その中で、適切な権利擁護支援チームの体制も検討する。

家庭裁判所

本人

後見人等

※本人やチーム、地域の状況に応じて、役割分担、関わる場面・頻度等
が異なるため、その地域に適した連携体制を構築する必要がある。

中核機関 専門職団
体

地域の
相談支援機関

ネットワーク
の関係者

本人に身近な家族等

既存の支援チームから権利擁護支援チームへ

②権利擁護支援のチーム形成支援
【ⅰ】支援方針の検討、【ⅱ】適切な申立の調整、【ⅲ】権利擁護支援を行うことのできる体制づくりの支援

制度の運用・監督（選任など）

第12回成年後見制度利用促進専門家会議
（2021年12月15日）参考資料2より引用
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参考：成年後見制度の利用開始後に関する場面（後見人等の選任後）

120

家庭裁判所

○ 家庭裁判所の審判により、後見人等が選任され、後見活動が開始されてからの場面。

○ この場面では、権利擁護支援チームに後見人等が参加し、チームの関係者間で、あらかじめ想定していた支援方針等を共

有し、本人に対して、チームによる適切な支援が開始される。

本人

後見人等

※本人やチーム、地域の状況に応じて、役割分担、関わる場面・頻度等
が異なるため、その地域に適した連携体制を構築する必要がある。

中核機関 専門職団
体

地域の
相談支援機関

後見事
務

ネットワーク
の関係者

本人に身近な家族等

③権利擁護支援のチーム自立支援
【ⅰ】チーム開始の支援、【ⅱ】後見人等やチーム関係者などからの相談対応、【ⅲ】チームの支援方針の再調整

制度の運用・監督（後見監督など）

後見人等を含む権利擁護支援チームで支援を実施

第12回成年後見制度利用促進専門家会議
（2021年12月15日）参考資料2より引用
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121第13回成年後見制度利用促進専門家会議
（2022年5月18日）資1-2を引用
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都道府県機能強化研修のカリキュラム作成
（令和３年度社会福祉推進事業「都道府県の支援体制強化のための研修のあり方調査研究事業」）

第二期計画を踏まえ
た更なる推進に関す
る取組

○ 権利擁護支援総合アドバイザー

高齢者・障害者虐待対応、セルフネグレクト対応、消費者被害対応、成年後見首長申立て、生活困窮者支援、意思決定支援等の事例に総合的に詳

しい専門職。 弁護士、司法書士、社会福祉士等の専門職を想定。

○ 体制整備アドバイザー・都道府県等担当職員

① 地域の社会資源・地域資源の活用や連携に詳しい職員。都道府県社会福祉協議会職員等を想定。

② 自治体の連携や施策立案等に詳しい職員。都道府県担当者等を想定。

○令和３年度の社会福祉推進事業（実施主体：日本司法支援センター）として、成年後見制度利用促進及び権利擁護支援に係る活動等

から、地域連携ネットワーク強化等に関する課題を把握した上で、都道府県で活動するアドバイザーを効果的に養成するための研修

プログラムを作成することを目的とした調査研究を実施。

○都道府県・都道府県社協職員や専門職などをモニターとしたモデル研修の試行実施などを通じて、研修プログラムを作成。

○令和４年度からは、得られた研究成果を基に、「成年後見制度利用促進体制整備研修」として都道府県機能強化研修を実施する。

◆ 養成を進めるアドバイザー等について

◆ 研修プログラムについて

研修プログラムの流れ
①共通科目の受講

②アドバイザーごとの演習受講

③権利擁護支援総合アドバイザー・体制整備アドバ

イザー・都道府県等担当職員が合同で、演習受講

第13回成年後見制度利用促進専門家会議
（2022年5月18日）資料2-1を引用
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厚生労働省作成オンデマンド科目１「アドバイザー視点から
見た成年後見制度利用促進法と基本計画」より引用



厚生労働省作成オンデマンド科目１「アドバイザー視点から
見た成年後見制度利用促進法と基本計画」より引用



厚生労働省作成オンデマンド科目１「アドバイザー視点から
見た成年後見制度利用促進法と基本計画」より引用



中核機関の整備や権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりに活用できる財源の

イ メージ（令和４年度予算）

市民後見人の育成等

○権利擁護人材育成事業
（地域医療介護総合確保基金）

都道府県による市町村支援、都道府県単位の地域連携ネットワークづくり

●都道府県による市町村支援機能強化事業（成年後見制度利用促進体制整備推進事業）

【必須】①都道府県協議会の開催、②市町村・中核機関等職員向け研修の実施
【加算】①体制整備アドバイザー配置・派遣、②相談窓口の設置と専門的支援アドバイザーの配置・派遣

中核機関の立ち上げ

●中核機関立ち上げ支援事業（成年後見制度利用促進体制整備推進事業）
･･･立ち上げに向けた検討会の実施、先進地の視察等市町

村

中核機関整備・運営、市町村計画の策定 ○地方交付税措置

都道府県

中核機関

市民後見人の育成・活躍支援

○権利擁護人材育成事業
（地域医療介護総合確保基金）

成年後見制度の広報・啓発

＜高齢者＞ ＜障害者＞
○成年後見制度利用支援事業 ○成年後見制度普及啓発事業
（地域支援事業交付金） （地域生活支援事業費等補助金）

地域連携ネットワークの権利擁護支援機能を強化するための中核機関のコーディネート機能強化

●中核機関コーディネート機能強化事業（成年後見制度利用促進体制整備推進事業）
･･･①調整体制の強化（アウトリーチ、有資格者配置等）、②受任者調整のしくみ化、③広域連携の実施

権利擁護支援におけるオンラインの活用

●互助・福祉・司法における権利擁護支援の機能強化事業

意思決定支援研修の実施

●互助・福祉・司法における権利擁護支援の機能強化事業

権利擁護支援の新たな
連携・協力のしくみづくり

●持続可能な権利擁護支援モデル事業

権利擁護支援の新たな連携・協力のしくみづくり

●持続可能な権利擁護支援モデル事業

法人後見の担い手の育成

○法人後見支援事業
（地域生活支援事業費等補助金）

権利擁護支援におけるオンラインの活用

●互助・福祉・司法における権利擁護支援の機能強化事業

権利擁護支援・意思決定支援についての理解の浸透

●互助・福祉・司法における権利擁護支援の機能強化事業

体
制
づ
く
り

取
組
実
施

体
制
づ
く
り

取
組
実
施

機
能
強
化

運
営

※ ●は生活困窮者就労準備支援事業等補助金の事業。
第13回成年後見制度利用促進専門家会議
（2022年5月18日）資2-1を引用
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成年後見制度の見直し検討に対応した総合的な権利擁護支援の推進
令和５年度要求額１１.２億円（令和４年度予算額６.４億円）

○第二期成年後見制度利用促進基本計画では、成年後見制度（民法）の見直しの検討に対応して、同制度以外の権利擁護支援策（意思決定 支援に

よって本人の金銭管理を支える方策など）の検討を進め、必要な福祉の制度や事業の見直しを行う方向性が示されている。

○ この動きも踏まえ、地域共生社会の実現に向けて、引き続き、市町村・都道府県による「権利擁護支援の地域連携ネットワークづく

り」を後押しするとともに、「新たな権利擁護支援策の構築」に向けた実践や検討を進めるために必要な予算を要求する。

第二期成年後見制度利用促進基本計画における施策の目標

成年後見制度（民法）の見直し検討＋総合的な権利擁護支援策の構築

地域共生社会の実現

１ 包括的・多層的な権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり

(1) 都道府県・市町村・中核機関の権利擁護支援体制の強化

○ 都道府県の市町村支援機能の強化による中核機関の立ち上げの推進や、中核機関のコーディネート機能強化により、市町村の包括的なネットワークづくりを推進する。

○ 都道府県における専門的な助言体制の確保や、国による広報・相談等の自治体支援や各種研修の実施により、多層的なネットワークづくりも併せて推進する。

(2) 地域連携ネットワーク関係者の権利擁護支援機能の強化

○ 都道府県・市町村・中核機関による、市民後見人や福祉・司法の関係者を対象にした意思決定支援や権利擁護支援に関する研修等を推進する。

○ 地域連携ネットワーク関係者による支援を効果的に行うため、成年後見制度と既存の権利擁護支援策等の連携強化や、オンライン活用を推進する。

２ 新たな権利擁護支援策の構築に向けた取組の推進

(1) 「持続可能な権利擁護支援モデル事業」の実施自治体の拡大

○ 広範な権利擁護支援ニーズに対応していくため、多様な主体の参画を得て、権利擁護支援に係る新たな連携・協力による支援づくりを行うモデル事業について、実施自
治体数を拡大し、新たな権利擁護支援策の構築に向けた取組の効果や取組の拡大を行う際の課題等を把握する。

(2) 新たな権利擁護支援策の構築を行うための環境整備
○ 「成年後見制度利用促進現状調査等事業」について、モデル事業実施自治体の分析等を行う内容を追加し、新たな支援策構築に向けた検討を行う。

「令和５年度予算概要求について」（2022年9月7日）
厚労省成年後見制度利用促進室発表資料を引用



都道府県・市町村・中核機関の権利擁護支援体制の強化

２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

都道府県専門職団体

社福法人・NPO法人等

都道府県社協

家庭裁判所

福祉・医療機関

金融機関

公証役場

家族会・当事者団体

家庭裁判所

専門職団体

公証役場

福祉・医療
機関

地域包括支援
センター等

市町村社協

社福法人・
NPO法人等

家族会・
当事者団体

金融機関等
民間事業者

●事業の実施・関係性のイメージ
○ 中核機関コーディネート機能強化事業 【実施主体：市町村（委託可）】

●中核機関における情報収集・相談対応に関する調整機能強化、法的課題解決後の
市民後見人への交代等を想定した方針検討等を行う受任者調整、市町村 間や近隣
中核機関間の連携を図る取組を行う市町村に補助を行う。

＜基 準 額＞ 1,000千円/取組 （1市町村あたり 最大3,000千円）
【加算】①調整体制の強化、②受任者調整の仕組み化、③広域連携の実施

＜補 助 率＞ 1/2

中核機関コーディネート 機
能強化事業

中核機関
（市町村直営又は委託）

○ 中核機関立ち上げ支援事業 【実施主体：市町村（委託可）】

●市町村での中核機関の立ち上げに向けた検討会の実施等について補助を行う。

＜基 準 額＞ 600千円

＜補 助 率＞ 1/2
中核機関立ち上げ支援事業

○ 都道府県による市町村支援機能強化事業 【実施主体：都道府県（委託可）】

＜基 準 額＞ 1,000千円/必須取組
4,000千円/加算取組 （1都道府県あたり 最大10,000千円）

【必須】 ①司法専門職や家庭裁判所等と定例的な協議の実施
②市町村・中核機関等の職員向け研修の実施

【加算】 ①体制整備アドバイザーの配置・派遣
②相談窓口の設置と権利擁護支援総合アドバイザーの配置等

＜補 助 率＞ 1/2

●担い手育成方針の検討など司法専門職や家裁等との定期的な協議と、市町村職 員向
け研修を実施する都道府県に補助を行う。また、相談窓口を設置し、各ア ドバイザーの派
遣等を行う場合は加算する。

都道府県による市町村支援
機能強化事業

社会・援護局地域福祉課
成年後見制度利用促進室（内線2228）（生活困窮者就労準備支援事業等補助金：「成年後見制度利用促進体制整備推進事業」）

令和５年度概算要求額 5.7億円（3.2億円）※（）内は前年度当初予算額

１ 事業の目的

○第二期基本計画のＫＰＩ達成に向け、人口規模が小さく、社会資源等が乏しいことから、中核機関の整備状況が十分でない町村部 を含めた市町村

の体制整備を後押しするため、都道府県において、司法専門職や家庭裁判所等と定例的な協議の場を設けるとともに、 市町村が専門職アドバイザーな

どから助言等が得られる体制づくりの拡充を図る。

○市町村においては、中核機関の整備を進め、中核機関の立ち上げ後は、権利擁護支援の地域連携ネットワークを持続可能な形で運 営できるよう、

広域的な連携の推進を含め中核機関のコーディネート機能の強化を図る。

4
「令和５年度予算概要求について」（2022年9月7日）
厚労省成年後見制度利用促進室発表資料を引用



「令和５年度予算概要求について」（2022年9月7日）
厚労省成年後見制度利用促進室発表資料を引用



２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

「持続可能な権利擁護支援モデル事業」の実施自治体の拡大

○ 持続可能な権利擁護支援モデル事業

【実施主体：都道府県・市町村（委託可） 】

③ [1]寄付等の活用や、[2]虐待案件等を受任する法人後見
など、都道府県・指定都市の機能を強化する取組

取組例のイメージ

都道府県社協

市町村社協 NPO法人

家族会・
当事者団体

金融機関等
民間事業者

法人後見・日常生活自立支援事業

社福法人

①地域連携ネットワークにおいて、民間企業等が権利擁護支援
の一部に参画する取組

取組例のイメージ

都道府県

委託、補助

一定の研修後に、委託を受けて事業に参画しサービスを提供

専門職などによる研修実施、専門相談、監査等のフォローアップ体制

都道府県内で圏域（島しょ部・
山間部など担い手が確保できな
い地域など）を限定して実施す
ることも可。

②簡易な金銭管理等を通じ、地域生活における意思決定を支
援する取組

取組例のイメージ [1]

市町村

委託、補助

日常的金銭管理サービス
○介護保険サービス事業者
○信用金庫、生活協同組合
○金融機関や生命保険、
損害保険の子会社 等

意思決定サポーター
による社会生活上の
意思決定支援

○市民後見養成研修修了者
○当事者団体の方 等

本人

監督・支援団体
○成年後見・権利擁護・金銭管理に精通
した専門職の団体

○社会福祉協議会などの福祉関係団体

◎本人の見守り・預金の引き出しや
手続きの立ち合いなど、 本人の
意思決定の支援

◎日常的な金銭管理のサポート

監督・後方支援 監督・後方支援

基金等のしくみ

都道府県

委託、補助

本人

市町村社協 受任法人

○分配ルールの公表
○ルールに基づいた分配
○受領団体の公表

◎権利擁護支援

民間企業 地域住民

都道府県社協

○地域の権利擁護
支援活動の広報 寄付、遺贈等

●３つのテーマに関して、多様な主体の参画を得ながら、利益相反関係等の課題の整理を含め、 ＜基 準 額＞ 1自治体あたり 5,000千円
既存の関係性や手法に限定しない持続可能な権利擁護支援の仕組みづくりを検討する。 ＜補 助 率＞ 3/4

権利擁護支援について
社会課題の共有・参画方法の提示・支援の柔軟性確保

個人や一般的な法人後見では難しい
事案を受任できる組織体制を整備
＜支援員＞
○虐待等事案に対応できる専門職
○地域の市町村社会福祉協議会
○社会福祉法人 等

[2]

都道府県等 都道府県等社協など

委託、補助

虐待対応等の専門性
を有する専門職団体

警察

精神保健福祉の
アドバイザー

市町村 相談・依頼 支援困難な状態が終了した際には、

法人後見

社会・援護局地域福祉課
成年後見制度利用促進室（内線2228）

けん制しあう関係

（生活困窮者就労準備支援事業等補助金：「持続可能な権利擁護支援モデル事業」）

令和５年度概算要求額 1.3億円（0.4億円）※（）内は前年度当初予算額

１ 事業の目的

○第二期成年後見制度利用促進基本計画では、成年後見制度（民法）の見直しの検討に対応して、同制度以外の権利擁護支援策（意思決定 支援に

よって本人の金銭管理を支える方策など）の検討を進め、必要な福祉の制度や事業の見直しを行う方向性が示されている。

○具体的には、多様な主体による生活支援等のサービスについて、意思決定支援等を確保しながら本人の権利擁護支援として拡げる ための方策を検

討する必要がある。また、寄付等の活用や民間団体等の参画などに関して、運営の透明性や信頼性を確保する方策、 地域連携ネットワーク等との連

携を推進する方策についても検討する必要がある。

○本事業では、以上を含めた総合的な権利擁護支援策の検討が、様々な自治体の実情を踏まえたものとなるよう、モデル事業の実践 事例を拡充する

とともに、各種取組の効果や取組の拡大に向けて解消すべき課題の検証等を進める。

一般的な法人後見や市民後見人に移行6

「令和５年度予算概要求について」（2022年9月7日）
厚労省成年後見制度利用促進室発表資料を引用



○ 意思決定支援に関する各種現状調査・分析

【成果物】
• 各種意思決定支援ガイドラインに共通する 理念や
考え方の整理

○ 意思決定支援の確保策に関するモデル自治体実践例の調査・分析

【調査・分析の例】
• 各実践例において、R4の成果である意思決定支援に関して共通する理念や考え方などが
どういった形で取り入れられているどうかの調査・分析

• 各実践例に関わる支援者の意思決定支援に対する現状認識等のヒアリング

２ 事業の概要・スキーム、実施主体等

新たな権利擁護支援策の構築を行うための環境整備

●本調査事業の実施概要とモデル事業との関係性

令和４年度：成年後見制度利用促進現状調査等事業 令和５年度：成年後見制度利用促進・権利擁護支援方策調査等事業

権利擁護支援
モデル事業
実施自治体
【35箇所】

○ 権利擁護支援策の検討に向けたモデル自治体実践例における課題等の調査・分析

【調査・分析の例】
• モデル事業で支援を受ける本人やその支援者等の認識に関する調査
• 取組内で生じた利益相反等の課題やその対応の工夫などを把握・分析
• その他、生活困窮者の自立支援や地域共生社会の実現に向けた取組との連携 を効果的
に進めるための実践例の把握

追Ｒ
加５
すよ
る り
要
素

実践例

●本調査事業の実施スキームと実施主体

厚生労働省 委
託

民間事業者

（「成年後見制度利用促進・権利擁護支援方策調査等事業」）

令和５年度概算要求額：30百万円（10百万円）※（）内は前年度当初予算額

１ 事業の目的

○第二期成年後見制度利用促進基本計画では、成年後見制度（民法）の見直しの検討に対応して、同制度以外の権利擁護支援策（意思決 定支援

によって本人の金銭管理を支える方策など）の検討を進め、必要な福祉の制度や事業の見直しを行う方向性が示されている。

○これに対し、厚生労働省としては令和４年度より「持続可能な権利擁護支援モデル事業（以下「モデル事業」という。）」を実施
しており、モデル事業による自治体の実践例を通じ、意思決定支援を確保しながら、多様な主体の連携・協力による権利擁護支援の方策の検討を行

うことが求められている。

○このため、モデル事業を実施する自治体の取組に対し、令和４年度の本調査事業で整理した各種意思決定支援ガイドラインに共通 する理念や考え

方等がどういった形で取り入れられているどうか等の調査を行うことに加え、モデル事業で支援を受ける本人やその 支援者等の認識、取組内で生じた利

益相反等の課題やその対応の工夫などを把握・分析する調査を行う。

社会・援護局地域福祉課
成年後見制度利用促進室（内線2228）

7
「令和５年度予算概要求について」（2022年9月7日）
厚労省成年後見制度利用促進室発表資料を引用



障害者権利条約（勧告）を踏まえた

今後の権利擁護支援施策の展望は？

代行決定制度から支援付き意思決定制度
への転換に向けて
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障害者権利条約の批准後の
成年後見制度・意思決定支援に関する動き

 2014年1月 障害者権利条約を日本が批准
➢ 批准国は、代行決定制度から「支援付き意思決定」制度への転換が求

められた。

 2017年3月 成年後見制度利用促進基本計画が閣議決定
➢ 利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善のために、財産管理のみ

ならず、意思決定支援・身上保護も重視した後見人の選任・交代が求め
られた。

 2017年3月～2020年10月 「意思決定支援」ガイドライン登場
➢ 障害福祉サービスを受けている人、認知機能が低下しつつある人、人生の

最終段階において医療ケアが必要とされている人、成年被後見人など、さ
まざまな対象者を支援するための、「意思決定支援」ガイドラインが厚生労
働省等から策定された。

 2022年8月22・23日 国連障害者権利委員会による対日審査
 2022年9月9日 同委員会による総括所見（勧告）
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障害者権利条約第12条
法律の前にひとしく認められる権利

1 締約国は、障害者が全ての場所において法律の前に人として認められる権利を有
することを再確認する。

2 締約国は、障害者が生活のあらゆる側面において他の者との平等を基礎として法
的能力を享有することを認める。

3 締約国は、障害者がその法的能力の行使に当たり必要とする機会を提供するた
めの適当な措置をとる。

4 締約国は、法的能力の行使に関連する全ての措置において、濫用を防止するため
の適当かつ効果的な保障を国際人権法に従って定めることを確保する。当該保障は、
法的能力の行使に関連する措置が、障害者の権利、意思及び選好を尊重すること、
利益相反を生じさせず、及び不当な影響を及ぼさないこと、障害者の状況に応じ、
かつ、適合すること、可能な限り短い期間に適用されること並びに権限のある、独立の、
かつ、公平な当局又は司法機関による定期的な審査の対象となることを確保するも
のとする。（後略）

５ 略
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引用：外務省訳



国連・障害者権利委員会
一般的意見1号（条約第12条）

 para21.著しい努力がなされた後も、個人の意思と選好
を決定することが実行可能ではない場合、「意思と選好
に基づく最善の解釈」(best interpretation of will 
and preferences)が「最善の利益」の決定に取ってか
わらなければならない。これにより、第12条第4項に従い、
個人の権利、意思及び選好が尊重される。「最善の利
益の原則は、成人に関しては、第12条に基づく保護措
置ではない。障害のある人による、他の者との平等を基
礎とした法的能力の権利の享有を確保するには、「意思
と選好」のパラダイムが「最善の利益」のパラダイムに取って
かわらなければならない。
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訳：公益財団法人日本リハビリテーション協会



27. 当委員会が懸念していること

(a) 民法において、特に心理社会的・知的障害者の意思
能力の評価に基づく法的能力※の制限を容認し、代行決
定制度を存続させることにより、障害者が法律の前にひとし
く認められる権利を否定する法規定

(b) 2022年3月に承認された成年後見制度利用促進基
本計画

(c) 2017年度「障害福祉サービス等の提供に係る意思
決定支援ガイドライン」内の「本人の最善の利益」という用
語の使用
※法的能力＝権利能力及び行為能力であるとの委員会解釈（一般的意見第１号）

136

障害者権利条約第12条
障害者権利委員会の総括所見 (2022/9/9)

仮訳：水島俊彦



28. 当委員会は、法律の前にひとしく認められる権利に関
する一般的意見第1号（2014年）を想起し、締約国に
対して勧告する。

(a)代行決定制度の廃止を視野に入れ、すべての差別的
な法規定と政策を廃止し、すべての障害者が法律の前にひ
としく認められる権利を保障するために民法を改正すること。

(b)すべての障害者が、その必要とする支援のレベルや形態
にかかわらず、障害者の自律性並びに意思及び選好を尊
重する支援付き意思決定の仕組みを確立すること。
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仮訳：水島俊彦

障害者権利条約第12条
障害者権利委員会の総括所見 (2022/9/9)



障害者権利条約第12条の履行に関する
今後の検討課題は何か？

代行決定制度から意思決定支援制度への転換を、
次の審査までに、法制度上、実務上どのように図って
いくべきか？

 ①成年後見制度その他の「差別的な法規定」のあり方をどの
ように考えるか？（一部改正？廃止？代替的な制度の創
設？）

 ②必要とする支援のレベルや形態にかかわらず、障害のある
本人が支援付き意思決定を受けられるような仕組みをどのよ
うに構築するか？（代行決定（最善の利益）とは区別され
た意思決定支援概念の普及、当事者の視点を取り入れたプロ
グラムづくり、関係者の人的・財政的支援、損害賠償責任を軽
減・免除するための保険や免責規定の導入、濫用防止のため
の権限のある独立した審査・監視機関、ユニバーサルな視点を
もった意思決定支援基本法の創設等）
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総合的な意思決
定支援に関する
制度整備を求め
る宣言
(2015年日弁連人
権擁護大会第2分
科会）



日常的金銭管理サービス
○介護保険サービス事業者
○信用金庫、生活協同組合
○金融機関や生命保険、損害保険の子会社 等
※研修等を実施

◎本人を見守り、預金の引き出しに立ち合った り、

重大な契約や入院・入所手続きの際、本人の意思
決定を支援したりする。

本人

セットで関わることによ
り、横領や不正、関係性
の濫用を防止する

監督・支援団体

成年後見・権利擁護・金銭管理に精通した専門職の団体
社会福祉協議会などの福祉関係団体

監督・後方支援 監督・後方支援

地域共生

社会生活上の意思決定支援
○市民後見人養成研修修了者
○当事者団体の方等
※研修等で養成

◎預かり金についての限度額等を設定した上で、

日常的な金銭管理をサポートする

本人の価値観・希望を支え、
意思決定支援に協力する
意思決定フォロワー
（代理・代行権限なし）

意思決定支援ガイドライ
ン等を踏まえた事業者

（日常的金銭管理等に
関する代理権あり）

監督・調整機能、
独立アドボケイト派遣機能

を備えた
地域版「権利擁護支援庁」

成年後見開始以前 （期間限定型）成年後見開始後 成年後見審判取消（期間満了）後

成年後見制度の利用を
前提とせず、

本人の希望に基づき開始

本人・後見人等との
合意に基づき開始

意思決定支援
ファシリテーター

（ケアマネ・相談
支援専門員・中
核機関職員等）

連携

後見人等
（代理・代行
権限あり）

or

不要となった場合には、
本人との合意等により終了
本人の希望に基づき再開可

成年後見オルタナティブ（代替制度）を模索する

令和4年度厚労省 新たな連携・協力体制を構築するモデル事業
「簡易な金銭管理等を通じ、地域生活における意思決定を支援する取組」を基に筆者の構想を追加



意思決定支援に関する参考文献のご紹介

名川勝・水島俊彦・菊本圭一（編著）

事例で学ぶ
福祉専門職のための意思決定支援ガイドブック
（中央法規／２０１９．１２）

各種意思決定支援ガイドラインの関係性や活用事例を知りたいなら・・・

公益財団法人 日本社会福祉士会（編）

意思決定支援実践ハンドブック：「意思決定支援の
ためのツール」活用と「本人情報シート」作成
（民事法研究会／２０１９．７）

日本福祉大学権利擁護研究センター (監修),

平野隆之・田中千枝子・佐藤彰一・上田晴男・小西加保留 (編集)

権利擁護がわかる意思決定支援:法と福祉の協働
（ミネルヴァ書房／２０１８．６）

意思決定支援のためのツールや本人情報シートの使い方を知りたいなら・・・

意思決定支援と権利擁護の理論的考察・本質に関心があるなら・・・
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本人の選好や価値観を把握するためのツールの例

認知症の人の日常生活・社会生活における
意思決定支援ガイドライン 読み方と活かし方

英国スコットランドで開発された本人の思いや価値観を見える化し、本人自身が「考
える」ことを支援するためのツール。クラウドファンディングを活用し、「健康とウェルビーイ
ングのフルセット」、「子ども・青少年との対話フルセット」の日本語版が開発された。

ガイドラインの補助説明・実践事例などを収載

トーキングマット
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厚労省ポータルサイト「成年後見はやわかり」
https://guardianship.mhlw.go.jp/

「成年後見制度」わかりやすくお話しします！（ご本人向け）
https://guardianship.mhlw.go.jp/personal/type/person/

ご本人らしい生き方にたどり着く「意思決定支援のために」
https://guardianship.mhlw.go.jp/guardian/
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